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障害児の補装具補助の所得制限問題への取組 

仲間        とともに県・市で連携し対応！ 
(高橋雄大 岡山市議) 

 (山田雅徳 総社市議) 

  ６月に発表された国の「こども未来戦略方針」では、児童

手当の所得制限を撤廃する方針が示されました。児童手当

に限らず、教育や子育て関連の給付金や行政サービスを受

ける際、所得制限がかかっている制度が多く、所得が高い

ため給付対象から外れた家庭と各種給付（現物給付含む）

を受け取る家庭を比べた場合、税引き後所得と給付の合計

額が逆転するケースが散見されます。 

 車いすや義肢など、障害児が使う「補装具」は高額な上

に、子どもの成長に合わせて頻繁に買い替える必要がある

ため、購入費を補助する国の仕組みがあるものの、年収約

1200万円以上（障害者1人を含む3人家族の場合）の人

は対象外で全額自己負担となります。所得制限にかかるか

否かで年数百万円の差が出ることもあり、当事者やご家族

にとって切実な問題になっています。補装具への補助は、対

象となる児童の障害特性に応じて支給される福祉的な給

付であり、本来、保護者の所得と関係なく支給されるべきも

のと考えます。 

 補装具への補助は、国の制度設計に基づき、市町村が事

務を担っているため、県主導での対応は困難です。仲間の

岡山市議会議員、総社市議会議員と連携し、まずはそれぞ

れの市でどのような対応が可能か、両市議会で質問してい

ただきました。それぞれの議会において、執行部から「今後

検討する」という答弁を得ることが出来、一歩前進。課題解

決に向け、県市連携の取組を進めていきます。 

岡山県議会 ６月定例会代表質問報告 

6月議会では新人の皆さんの出番を優先したこともあり、私の登壇機会はありませんでした。以下、私が原稿を書いた質問を中

心に、我が会派の新団長に就任された柳田哲議員（倉敷市・都窪郡選出）の代表質問の一部を抜粋してご紹介致します。 

岡山市 県の生涯福祉課にヒアリングを行い、

補装具補助の制度について、国の動向

や補助対象者の選定から補助金の支

給までの事務の詳細について確認しま

した。補装具への補助は、国の制度に基

づき、市町村が事務を担い、財源も３者

で負担しています（負担率は国1/2、

県・市それぞれ1/4）。このため、県単独

の対応が困難なことから、国が制度を見

直さないのであれば、まずは柔軟な制度

運用が可能な市町村で先行事例をつく

るのが突破口になると考え、岡山市、総

社の市議会議員に相談しました。それぞ

れの議会で取り上げていただいたので、

議論の概要をご紹介致します。 

山田雅徳総社市議が、同市議会の

一般質問で質問。片岡聡一市長は、

「所得制限により生活に使えるお金

が逆転する現象はいかがなものかと

考える。」との見解を述べたうえで、

「所得制限の見直しを実現するた

め、地方自治体としてどのようなことに取り組めるか。」とい

う質問に対しては、「保育料や給食費、医療費の自治体間

格差も問題だが、障害児の生活にかかわる福祉サービスの

所得制限はもっと深刻な問題だ。全国市長会を通じ、所得

制限撤廃を強く訴えていきたい。市独自の支援策について

は、来年度の障害児福祉計画改定を機に検討したい。」と

答弁した。 

【山田雅徳総社市議】 

☝山田市議が質問時に使った資料 

総
社
市 

 高橋雄大岡山市議が、同市議会の代表質問で質問し、 

「障害児の補装具への支援に関しては、福岡市などのよ

うに独自に所得制限の緩和を実施する自治体もある。岡

山市において、補装具費支給制度の適用外となり全額自

己負担となるケースの世帯数の把握は可能か。また、他

都市の事例等も参考にしながら、対象世帯の支援につい

てご検討いただきたい。」と執行部の見解を質した。 

大森雅夫市長は、「ご指摘の課題は承知している。今後、本市において補装具

が全額自己負担となる世帯数や購入金額、頻度などの実態を把握する方法に

ついて、検討してまいりたい。また、その支援については、国、県の動きを注視す

るとともに、他都市の取り組みについても研究してまいりたい。」と答えた。制度

を見直すにしても、まずは実態把握が重要。制度の対象外となる世帯の実態把

握を検討するという答弁は、課題解決に向けた第一歩として評価したい。 

【物価高騰対策について】 

Q. ６月補正予算案には物価高騰対策

が盛り込まれているが、６月から電気代

が上がり、食料品等の値上げも予想さ

れている。県民生活に大きな影響が生

じ、長期化する可能性が高い。さらなる

物価高騰対策が必要ではないか。 

A. まずは今回の補正予算案に掲げた事業を着実に実施し

ていきたい。今後も、県民生活や県内経済への影響を見極め

ながら、適切に対応していく。引き続き、国や市長村と連携し、

地域経済の維持、回復に向け、全力で取り組む。 

【保険所等の体制強化について】 

Q. 新型コロナの教訓から、国は全国の保健所と地方衛生

研究所の体制強化に取り組んでいる。コロナ流行時の対応を

踏まえ、地域の保健対策を進める保健所の体制に関して、県

にはどのような反省や問題意識があり、今後の対策にどう生

かすのか。また、保健危機管理体制を強化するには、市長村

や各保健所等との連携が不可欠だが、どう対応するのか。 

A. 新型コロナの拡大期には機動的な応援により対応を

行ったが、専門性の高い業務を担う医師や保健師の確保が

困難な場面のあったことから、今後、新たな感染危機なども

想定し、専門性の高い業務を担う人材

の確保・育成など必要な体制の整備を

計画的に進めたい。健康危機管理体制

の強化については、今後国から示され

る考え方を踏まえ、健康危機管理対処

計画を策定し、市長村とも連携しなが

ら、着実に計画を実行していきたい。 

【トップクラブチーム（※）への支援について】 

Q. 県内トップクラブチームの中には、本拠地の施設が上位

カテゴリーへの昇格要件を満たさないケースがあり、また、複

数チームが同一の施設を本拠地にしているため日程調整に

苦慮するなどの課題がある。現状の課題を踏まえ、アリーナや

サッカー専用スタジアムなどの整備に対する考え方を伺う。 

A. 岡山市が進めているアリーナについては、利用者の利便

性が高まるものと考えており、県としてはジップアリーナとの利

用調整面でしっかり協力していきたい。サッカー専用スタジア

ムは、今後の経済界での検討や県民の機運の高まりなど、状

況を注視していきたい。 

(※）トップクラブチーム：岡山に拠点を置くプロスポーツのクラブ。現在

は、ファジアーノ岡山（サッカー）、岡山シーガルス（バレーボール）、岡

山リベッツ（卓球）、トライフープ岡山（バスケットボール）など。 

【柳田哲 議員】 

 【伊原木隆太 知事】 

【高橋雄大岡山市議】 



選挙で訴えた 「給料が上がる地域経済」 関連施策が 前進！ 

県の６月補正予算で一部実現！ 

 ４半世紀に渡り給料が上がっていないことこそが、  

全ての問題の根源にある。 

勉強して学校を出て就職して真面目に働けば給料が上がる。  

その希望さえ取り戻すことが出来れば、学生の皆さんが奨学

金を借りる不安が小さくなります。 

結婚もできるし、望む数の子どもも持てるようになります。厚生

年金は報酬比例ですから、給料が上がれば年金額も増えるので

老後の安心感が増します。 
                   (2023年3月3日岡山県議会2月定例会一般質問）  

２月定例会や今春の県議選で訴えたこと 

「給料を上げる」ための具体的な提案（２月議会一般質問で提案、県議選の公約にも掲げました） 

政策のねらい 具体的な提案 

企業が支払う電気代の負担を軽

減し、賃上げ原資を確保 

●一定規模以上の商業施設や工場等、企業が使用する特別高圧電力への補助 

●企業が行う省エネ化投資への支援 

中小企業等の生産性向上を後押

しし、持続的な賃上げにつなげる 

●企業が行うデジタル化などへの支援強化 

●従業員への教育・訓練など、企業が行う「人への投資」の支援強化 

公正取引を徹底し、賃上げによる

コスト増を適正に価格に転嫁 

●中小企業等が、原材料費や人件費増加分を適正に取引価格に転嫁させるための環

境整備 

家計支援による消費の活性化 ●キャッシュレス決済のポイント付与や地域商品券の発行等を行う市長村への支援 

令和５年度６月補正予算の概要 

Ⅰ．予算編成のねらい Ⅱ．補正予算額 

 LPガスを使用する家庭や特別高圧電力を利用する中小企業等の負担軽減、

物価高騰の影響を受ける医療機関、介護施設等への支援に要する経費を中

心に補正予算を計上。国や市町村等と連携し、物価高騰から県民生活を守

り、地域経済の維持・回復に向け、全力で取り組む。 

88億7,264万円 

＜財源＞ 

 国庫支出金 88億7,264万円 

Ⅲ．事業の概要 

生活者への支援 18億8,139万円 

 ・ＬＰガスを使用する家庭等の負担軽減 

 ・県立、私立学校における電気料金や給食費等の高騰に対する保護者負担等の軽減 

 ・低所得のひとり親世帯への特別給付金の支給  

15億100万円 

2億8,293万円 

5,272万円 

事業者への支援 69億9,125万円 

 ・特別高圧電力を使用する中小企業等の負担軽減 

 ・中小企業等が生産性向上に向けて取り組むエネルギー効率化や新事業展開等の支援 

 ・物価高騰の影響を受ける医療機関、介護施設等に対する支援 

 ・飼料価格高騰の影響を受ける 畜産農家の飼料購入の負担軽減  

13億1,750万円 

5億3,490万円 

23億415万円 

24億9,708万円 

20数年に渡り、日本で働く人の給料が上がっていない。 

 物価高騰が続く中、

物価上昇率を上回る賃上げができなければ、私たちの生

活は苦しくなってしまいます。現在のインフレはウクライナ危

機や円安等が背景にあり、直ちに物価を抑制することは難

しく、「給料を上げる」政策が求められます。日本経済の長

期低迷は、デフレ、とりわけ20数年間、給料が上がってい

ない「賃金デフレ」に起因しています。物価も上がるが、そ

れ以上に給料も上がる成長サイクルを取り戻すことが最

大の課題だと、2月議会でも県議選でも、繰り返し訴えて

きました。 

 そのためには、公労使による賃上げ機運の醸成に加え、

企業の電気代の負担軽減、企業の行う生産性向上支援、

賃上げ分を価格転嫁できる公正取引の実現が必要だとし

高橋とおるの視点・考え て、左頁の通り具体的な提案をしてきたところです。県の6

月補正予算では、国の経済政策に呼応する形で、私の提

案の趣旨に沿った施策を展開するための予算が措置され

ました。まずは予算が付いたことを評価したいと思います。 

 下の表の通り、今春の春闘は比較可能な2013年以降

で最も高い賃上げが実現し、その流れは、県内にも、非正

規労働者などにも波及しています。とはいえ、賃上げ率の

平均は物価上昇率とほぼ同水準で、働く人の生活が楽に

なったとは言い難い状況です。賃上げを単発に終わらせる

ことなく、今後も継続させなければなりません。持続的な賃

上げには、労働生産性の向上が不可欠です。企業が行う

教育訓練への支援等、「人への投資」の拡充に向け、国や

県に引き続き政策提案を行って参ります。 

※単純平均は、集計対象の労組の賃上げ・額の平均値。加重平均は、労組ごとの組合員数によるウェイトを加味した平均値。 

【参考：賃上げの状況】 2023春闘集計結果 （全国は6/3に連合が、岡山県は6/5に連合岡山が公表したもの） 

※岡山県の全産業計の加重平均は、集計労組数が少ない中で一部の大手組合で大幅な賃上げがあったため、全体を押し上げている。 

提案した政策が実現！ 

 4月の岡山県議選を経て、所属会派「民主・県民クラブ」は2人増えて10

人になりました。所属議員34人の自民党岡山県議団には及びませんが、そ

れに次ぐ第２会派です。私は、今期から、柳田哲新団長の下、会派の幹事長

という大役を仰せつかることになりました。実務面で会派を統括する立場と

なり、身の引き締まる思いです。 

 また、今期は「環境文化・保健子ども福祉委員会」「地域振興特別委員

会」に所属することになりました。選挙で県民の皆様からいただいた負託に

応えるべく、政策本位、現場主義という初心を忘れず、引き続き頑張ります。 

☜所属会派のメンバー（敬称略、数字は当選回数） 

左から、秋山正浩②（倉敷市・都窪郡）、鳥井良輔③（倉

敷市・都窪郡）、小原なおみ①（津山市・苫田郡・勝田

郡）、中川雅子④（副団長、岡山市東区）、柳田哲④（団

長、倉敷市・都窪郡）、高原

俊彦⑤（相談役、岡山市北

区・加賀郡）、渡邊直子①

（玉野市）、大塚愛③（政調

会 長、岡 山 市 北 区・加 賀

郡）、髙橋徹③（幹事長、岡

山 市 中 区）、鈴 木 一 史 ①

（岡山市南区） 3期目のスタート！  

当選証書をいただきました。 

新たな任期がスタート！ 会派幹事長に就任！ 

自民党県議団 34人（－４） 

民主・県民クラブ 10人（+２） 

公明党県議団 ６人（+１） 

日本共産党県議団 3人（+１） 

無所属 ２人（±0） 

【改選後の会派の構成人数】  

（  ）内は改選前からの増減 
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